
会議費 383

報酬・委託・手数料 88¶947

奨学費 43¶822

減価償却費 60¶602

租税公課 15

雑費 652 640¶409

研究経費
消耗品費 47¶848

少額備品類費 16¶517

印刷製本費 4¶500

水道光熱費 4¶764

旅費交通費 31¶041

通信運搬費 1¶150

賃借料 2

保守費 1¶831

修繕費 2¶883

諸会費 4¶953

報酬・委託・手数料 6¶241

減価償却費 3¶528

雑費 92 125¶355

教育研究支援経費
消耗品費 15¶788

少額備品類費 6¶469

印刷製本費 376

水道光熱費 5¶445

旅費交通費 208

通信運搬費 7¶793

賃借料 566

保守費 28¶170

修繕費 6¶264

諸会費 119

報酬・委託・手数料 26¶209

減価償却費 73¶059

雑費 20 170¶490

受託研究費 14¶796

受託事業費 93¶110

役員人件費
役員報酬 33¶020

賞与 10¶512

法定福利費 3¶703 47¶236

教員人件費
常勤教員給与
給料 1¶237¶726

一般管理費
消耗品費 22¶842

少額備品類費 6¶516

印刷製本費 16¶143

水道光熱費 8¶207

旅費交通費 19¶360

通信運搬費 2¶625

賃借料 1¶867

車両燃料費 878

福利厚生費 2¶221

保守費 9¶740

修繕費 19¶377

損害保険料 2¶469

広告宣伝費 13¶910

行事費 318

諸会費 4¶212

会議費 578

報酬・委託・手数料 60¶272

租税公課 8¶742

減価償却費 16¶112

交際費 15

雑費 477 216¶889

~ ここでいう人件費の常勤教職員とは、「国立大学法人等の役員の報酬等及び教職員の給与の水準
の公表方法等（ガイドライン）」（総務大臣策定）（以下「ガイドライン」という。）中の「常勤職員」、
「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究費等により雇用する者を除いた職
員のことであり、非常勤教職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及び「ガイドラ
イン」における「派遣会社に支払う費用」以外の職員のことです。

賞与 418¶105

退職給付費用 100¶046

法定福利費 201¶406 1¶957¶284

非常勤教員給与
給料 37¶484

賞与 906

法定福利費 2¶537 40¶928 1¶998¶213

職員人件費
常勤職員給与
給料 436¶125

賞与 127¶204

法定福利費 70¶622 633¶952

非常勤職員給与
給料 65¶743

賞与 5¶388

退職給付費用 378

法定福利費 8¶318 79¶829 713¶781
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